






アジアの人口転換の程度は様々で、人口構造も多様である。
しかし、2030年には中国の人口が減少に転じるなど、長期
的に見ればアジアにおいて全体的な高齢化が進展する。
アジア各国が本格的に高齢化に直面する前に、その準備が
重要となり、日本をはじめとする高齢化先進国からの高齢
者介護に関する技術移転の必要性も出てくる。その意味で、
人口構造の多様性を活用し、人的交流を質量ともに高め、
技能の移転を含めた実際的に対応できる体制を準備するこ
とが重要である。

日本は、高度経済成長期に入る以前に国民皆保険制度を確
立し、この制度が効果的に所得の再分配機能を果たしたこ
とが、国民総中流と言われる中間層の大きな社会構造を作
り出すことに大きく貢献した。現在、グローバリゼーションと
経済発展に伴い、世界中で所得格差が拡大し、それによって
もたらされた社会的分断が深刻な影響を及ぼすことが懸念
されている中、国民皆保険制度がもたらした所得の再分配
機能は、いっそう注目される必要がある。

日本で国民皆保険制度が確立し、ある程度の期間うまく機
能した背景には、人口転換が急速に進み、年少従属人口と

高齢従属人口が両方とも少ない、いわゆる「人口ボーナス」
が生じ、さらに外需の拡大が起こり、高度経済成長と言われ
る経済環境が生み出され、制度を支える原資が継続して創
出されたことが大きな要因であることが指摘されている。こ
の制度が持続的に維持された背景には、経済成長の果実が
所得になり、その所得が税金や保険料として政府に納入さ
れるメカニズムが確立されていたことが、大きな意味を持っ
ている。

つまり公的社会保障の整備と、その持続可能性の確保のた
めには、そのための社会インフラとして、国民全体に及ぶ行
政システム、登録制度が確立される必要がある。日本では、
明治維新を経て近代国家の仲間入りをした明治期に、近代
的な戸籍制度が確立した。しかし途上国の多くの国々では、
行政によるそれらの把握が不十分である。公平で効率的な
公的社会保障制度を構築するためには、国民全体が受け入
れられる形で登録制度（例えばアメリカの社会保障番号）な
どを確立する必要がある。

貨幣経済が十分に行き届いていないアフリカの地域におい
ても、課金を必要とする携帯電話やスマートフォンの普及が
果たされたように、これからこのような制度を導入する場合
には、技術の革新的進歩に伴い、現実的な形で国民皆保険
の受益者と負担者を一致させる可能性が生まれてきてい
る。制度構築をする際には、既存の観念にとらわれず、ICTの
活用を十分に検討することが必要になるだろう。

　　 社会制度の歴史的基盤
　日本の場合、飛鳥時代後期に古代中国を模倣して律令に
基づく戸籍制度が作られた。この制度は、名目的にはともか
く、荘園制度の発達とともに事実上崩壊した。江戸時代に
なって、事実上の戸籍制度である宗門人別改めと年貢村請
制度の確立を通じて、戸籍が把握されるとともに、「家」を基
本単位とする「村」共同体が成立し、それが日本における相
互扶助、生活保障に大きな役割を果たした。
　明治以降もそれは存続し、近代的な戸籍制度に基づく公
的社会保障制度導入の基盤となると同時に、それを補完し
た。しかし高度成長による経済構造の変化と少子化の中で、
村落共同体は崩壊し、親族間相互扶助もほとんど消滅した。
このことが公的社会保障制度の負担を増大させている。

　アジア諸国の前近代社会の構成原理は、それぞれに異
なっている。中国と韓国では政治的には集権的統一権力が
存在する一方、社会的には（男系の）親族共同体が重要な役
割を果たした。インドでは政治的統一がほとんど存在しな
い中で、カースト（ジャーティ）が社会構成の基本単位と
なった。これらの伝統的共同体は、それぞれにその構成員に
対する生活保障を提供していたが、社会の近代化とともに
伝統的な共同体は解体され、それに伴いその提供する社会
保障は消滅しつつある。しかし、社会保障を全て公的制度に
よって支えるには困難がある。伝統的な共同体の果たして
きた役割も、改めて評価する必要がある。
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